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第１章 調査の内容
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第１章 調査の内容

1.1 調査の目的

本調査は、消防需要に対応した効率、効果的な消防体制の構築に向けた科学的資料とし

て 現状の消防力並びに課題を把握した上で 消防署所及び消防車両等の整備に当たり 消、 、 、

、 。防力体制の検討を実施し 今後の消防力整備の方策検討に資することを目的とする

1.2 調査の内容

本調査は 消防組合管内（以下 「管内」という ）における道路状況、災害発、草加八潮 、 。

生状況等のデータを基に、管内で発生する災害に最も効率的に対処できる消防力の最適な

配置をシステム工学方法を用いて分析し、検討する。その対象とする消防力及び検討内容

は、以下のとおりである。

(1) 検討対象消防力

① 消防署所

② 消防車両 ・消防ポンプ自動車（以下 「ポンプ車」という。）、

・救急車

・はしご車

・救助工作車

ここで検討する消防車両は、当番人員による第１出動として災害発生直後に出動可能

な台数を前提としている。

また、配置を検討するに当たって、対象は災害（平常時の建物火災及び救急事案等）

としている。

(2) 検討内容

① 現状の消防力の運用効果の算定

、現状の署所位置及び車両配置での消防車両の出動から現場到着までの時間（以下

「走行時間」という。）を消防力の運用効果の指標とし、これらを算定することによ

り、管内における消防力の水準を把握する。

② 消防力の適正配置と運用効果の算定

今後、想定される消防署所の適正配置と運用効果を算定し、①で求められた算定値

との比較検討等を行う。

③ 消防体制の整備方策の検討

以上の算定結果を整理し、消防力の増強や署所体制の再編等、将来的な消防体制の

整備方策について検討する。
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1.3 調査の方法

適正配置調査では、概ね次のような方法により消防力の評価・算定を行う。詳しくは第

３章で述べる。

(1) 算定のユニットの設定

管内全域をメッシュ(格子)で分割し、1つのメッシュを算定のユニット(単位)とする。

メッシュは、経緯度に基づく標準地域メッシュの8分の1地域メッシュを用いた。1メッシ

ュは、東西約141.2ｍ、南北約115.6ｍである。

(2) メッシュ属性データの作成

まず、次の手順により地区を設定する。

① 原則として丁目ごとに設定する。

② 1つの地区の人口は、概ね100人以上とする。

③ 地区には山や田畑 原野等 建物が無いところは含めない。ただし 住宅団地等の、 、 、

造成が見込まれる区域については、現在建物が無くても地区として設定する。

本調査では、管内の詳細な運用効果の把握を目的に、算定結果は管内の構成地域毎に

集計することとしている。このときの構成地域境界を示したものが本章巻末の構成地域

境界図である。また、各地域内に設定した地区を示したものが地区境界図のとおりであ

る。

これら１つ１つの地区について、次のものを属性データとして準備する。

① 人口と世帯数

② 中高層建物数

③ 平成24年から平成28年までの5年間の火災の発生件数

④ 平成26年から平成28年までの3年間の救急事案の発生件数

⑤ 平成24年から平成28年までの5年間の救助事案の発生件数

次に、これらの地区属性データを、地区の形状を基にコンピュータ処理によりメッシ

ュデータに変換する。例えば、人口の場合、1つの地区の中で一様に分布していると仮定

し、地区の人口を含有 数で割ることにより 当たりの人口として計算する。メッシュ 1メッシュ

(3) 道路ネットワークデータの作成

管内の主要道路のネットワークデータを作成する。消防車両は、災害が発生した場合、

このネットワークを決められた速度で走行して出動するものとする。
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(4) 消防組合データの作成

消防組合について、次のデータを準備する。

① 消防署所の位置

② 消防車両（ポンプ車 ）の配置台数、救急車等

(5) 消防力運用効果及び適正配置の算定

現状の消防体制及び消防力配置に対して、道路ネットワークデータを基に、各メッシ

ュで災害が発生したときの消防車両の走行時間を計算する。これをそれぞれのメッシュ

の人口密度、火災や救急事案等の発生頻度等を考慮して管内全域あるいは地区別に平均

する。そして、これらを評価指標として消防力の適正配置の検討を行う（図1.3.1)。

なお、集計にあたっては草加八潮消防組合全域の算定結果のほか、参考図１に示す構

成地域に分けた算定結果を求めることとする。さらに、地区について示したものは参考

図２の通りである。
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管内の道路状況を把握 消防機関に対する地区
ごとの必要性を把握

管内全域での道路の
ネットワーク、走行 地区の火災や救急事案、
速度を整理して道路 人口・世帯数をメッシュ
状況のデータとして の属性データとして整理
把握する 把握する

※）斜字部分は基礎
データを表す。道路状況に応じた

消防車両の走行時間算定

各メッシュまでの消
防車両の走行時間を
算定する

管内各地区の必要性を考慮した

平均走行時間や到着率の算定

各メッシュの属性データ)消防車両について管内各地区の必要性(
を基に重み付けを行い走行時間や一定時間内の到着率等を全域
や地区を単位として算定する

複数ケーススタディ

を繰り返し検討する

署所体制や消防力配置案の比較検討

上記算定を多くの署所位置や車両配置に対して
行うことにより、適正な消防力配置を検討する

図1.3.1 消防力適正配置の算定フロー
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参考図１ 構成地域境界図
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参考図２ 地区境界図
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第２章 現況と災害の発生状況
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第２章 現況と災害の発生状況

2.1 現 況

草加八潮消防組合は埼玉県南東部に位置しており、草加市と八潮市の２市で構成されて

いる。管内南部は首都圏のベッドタウンとして栄えており鉄道沿いに人口が集中している。

草加八潮消防組合は、自治体消防として草加市と八潮市を守備してきた2つの消防本部が、

平成27年10月に消防組合を発足、翌28年4月より消防業務を開始し、市民の生命・身体・財

産を災害から守っている。管轄面積は45.48km²の広さを持つ。

2.1.1 人口と世帯数

草加市と八潮市の各構成地域毎の人口と世帯数は、表2.1.1のとおりである。管内の現

況と災害の発生状況を把握するため、草加市を10、八潮市を3つの構成地域に分けて以降

の各種指標を提示している。

人口と世帯数の分布をメッシュマップで示したものが、図2.1.1と図2.1.2である。

※表2.1.1 各構成地域の人口、世帯数

構 成 地 域 人 口 世帯数 世帯当たり人口

40,441 17,866 2.26新 田 西 部

31,581 14,523 2.17新 田 東 部

18,539 7,743 2.39草 加 川 柳

32,278 14,820 2.18草 加 安 行
草

28,535 13,829 2.06草 加 西 部
加

28,618 13,367 2.14草 加 東 部
市

9,123 3,947 2.31草 加 稲 荷

26,023 11,351 2.29谷 塚 西 部

17,166 8,314 2.06谷 塚 中 央

14,736 7,059 2.09谷 塚 東 部

19,858 8,848 2.24八 八 條 地 区

34,722 15,856 2.19潮 潮 止 地 区

32,502 14,461 2.25市 八 幡 地 区

334,122 151,984 2.20全 域

※平成29年1月1日現在の住民基本台帳（外国人を含む）登録数。
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0 - 10 人/ﾒｯｼｭ

10 - 20 人/ﾒｯｼｭ

20 - 40 人/ﾒｯｼｭ

40 - 80 人/ﾒｯｼｭ

80 - 120 人/ﾒｯｼｭ

120 人/ﾒｯｼｭ以上 

 0 2500m
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図2.1.1 人口分布
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0 - 10 世帯/ﾒｯｼｭ

10 - 25 世帯/ﾒｯｼｭ

25 - 50 世帯/ﾒｯｼｭ

50 - 75 世帯/ﾒｯｼｭ

75 - 100 世帯/ﾒｯｼｭ

100 世帯/ﾒｯｼｭ以上 

 0 2500m
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図2.1.2 世帯数分布
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2.1.2 中高層建物及び危険物施設

管内の構成地域毎の中高層建物及び危険物施設数は、表2.1.2のとおりである。

中高層建物は、総務省消防庁が定める消防力の整備指針において、はしご車数を整備

する指標とされるものである。草加八潮消防組合では、はしご車の出動対象は３階以上

の建物と定義している。

危険物施設は、第四類の危険物を貯蔵し、又は取り扱う製造所、屋内貯蔵所、屋外タ

ンク貯蔵所、屋外貯蔵所及び一般取扱所の施設数を現す。

中高層建物と危険物施設の分布をメッシュマップで示したものが、図2.1.3と図2.1.4

である。

※表2.1.2 構成地域毎の中高層建物及び危険物施設

構 成 地 域 中高層建物 危険物施設

353 17新 田 西 部

394 49新 田 東 部

134 75草 加 川 柳

406 23草 加 安 行
草

381 10草 加 西 部
加

417 21草 加 東 部
市

125 94草 加 稲 荷

165 27谷 塚 西 部

184 3谷 塚 中 央

73 25谷 塚 東 部

112 90八 八 條 地 区

389 118潮 潮 止 地 区

311 91市 八 幡 地 区

3,444 643全 域

※ 平成29年5月31日現在。
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0.1 棟未満/ﾒｯｼｭ

0.1 - 0.25 棟/ﾒｯｼｭ

0.25 - 0.5 棟/ﾒｯｼｭ

0.5 - 1 棟/ﾒｯｼｭ

1 - 2.5 棟/ﾒｯｼｭ

2.5 棟以上/ﾒｯｼｭ 

 0 2500m
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※

図2.1.3 中高層建物分布
※中高層建物のない地区は白抜き表示している。
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0.02 施設未満/ﾒｯｼｭ

0.02 - 0.05 施設/ﾒｯｼｭ

0.05 - 0.1 施設/ﾒｯｼｭ

0.1 - 0.2 施設/ﾒｯｼｭ

0.2 - 0.4 施設/ﾒｯｼｭ

0.4 施設/ﾒｯｼｭ以上 

 0 2500m

－ 16 －

る
い

て
し

示
表

き
抜

白
は

区
地

い
な

の
物

建
層

高
中

※

図2.1.4 危険物施設分布
※危険物施設のない地区は白抜き表示している。
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2.1.3 道 路

主要道路の状況は、図2.1.5に示すとおりであり 道路ネットワークは、消防車両が実、

時速20㎞、30㎞、40㎞、際に走行できる速度として幅員及び道路種類に応じて4つの区分（

に分類した。50㎞[首都高速道及び東京外環自動車道]

また、道路ネットワーク外を走行する場合は時速10kmとしている。

2.1.4 消防署所

現状の消防組合の組織における署所構成は、下記のとおりである。これら各消防署所

の位置は、図2.1.5のとおりである。

総 轄 担 当

総 務 課

消 防 局 予 防 課

警 防 課

情 報 指 令 課

消防長

西 分 署

草 加 消 防 署 青 柳 分 署

北 分 署

谷塚 ｽ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ

八 潮 消 防 署
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草加消防署

 青柳分署

 西分署

 北分署

 谷塚ＳＴ

八潮消防署

: 時速20km

: 時速30km

: 時速40km

: 時速50km （高規格道路）

 0 2500m
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図2.1.5 道路状況と署所位置
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2.2 災害の発生状況

2.2.1 火災事案の発生状況

過去5年間の火災出動件数は表2.2.1のとおりである。この内、建物火災の発生分布を

メッシュ図で示したものが図2.2.1、全火災をメッシュ図で示したものが図2.2.2である。

火災の発生件数については、救急事案と比べて発生件数が少なく過去5年間で発生しな

い地区もある。こうした地区においても火災発生の危険性は潜在的にゼロではないこと

から、本調査においては構成地域毎に火災件数を世帯数に応じて按分したものを火災発

生の指標とする。

2.2.2 救急事案の発生状況

過去3年間の救急出動件数は表2.2.1のとおりである。この発生分布をメッシュ図で示

したものが図2.2.3である。また 平成28年中の各救急隊の出動件数と平均出動時間及び、

に示す。平均活動時間を表2.2.2

、 (覚知～帰消防組合全体では、平均出動時間(覚知～現場到着)は9.3分 平均活動時間

である。署)100.4分

2.2.3 救助事案の発生状況

過去5年間の救助出動件数は表2.2.1のとおりである。この発生分布をメッシュ図で示

したものが図2.2.4である。
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表2.2.1 火災、救急及び救助出動の件数

火災事案件数 救急事案 救助事案
構 成 地 域

内)建物 件数 件数(全火災)

15 40 5,109 115新 田 西 部

28 41 4,225 80新 田 東 部

11 26 2,540 58草 加 川 柳

11 24 4,789 128草 加 安 行
草

20 33 3,935 69草 加 西 部
加

18 30 3,904 59草 加 東 部
市

7 8 1,077 19草 加 稲 荷

25 30 3,008 55谷 塚 西 部

12 18 2,533 50谷 塚 中 央

10 20 1,895 30谷 塚 東 部

13 22 2,924 73八 八 條 地 区

29 49 4,232 80潮 潮 止 地 区

22 34 4,312 84市 八 幡 地 区

221 375 44,483 900全 域

※火災、救助は過去5年、救急は過去3年の統計値。

表2.2.2 各救急隊の出動状況（平成28年）

全救急事案
配置署所名称 数

出動件数 出動時間 活動時間

3 4,657 9.4 102.8草加消防署

1 1,730 9.9 101.5草加消防署 西分署

1 1,466 9.6 105.7草加消防署 青柳分署

1 1,726 9.1 111.4草加消防署 北分署

1 1,715 8.2 101.8草加消防署 谷塚ステーション

3 3,980 9.4 89.8八潮消防署

10 15,274 9.3 100.4合 計・平 均

* 消防組合全体の平均出動時間及び平均活動時間の平均（一番下の欄）は、署所ごとに
時間と出動件数を乗じた「加重平均」を求めている。
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0.001 件未満/ﾒｯｼｭ

0.001 - 0.005 件/ﾒｯｼｭ

0.005 - 0.01 件/ﾒｯｼｭ

0.01 - 0.025 件/ﾒｯｼｭ

0.025 - 0.05 件/ﾒｯｼｭ

0.05  件以上/ﾒｯｼｭ 

 0 2500m
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図2.2.1 火災事案分布（建物火災）
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0.001 件未満/ﾒｯｼｭ

0.001 - 0.005 件/ﾒｯｼｭ

0.005 - 0.01 件/ﾒｯｼｭ

0.01 - 0.025 件/ﾒｯｼｭ

0.025 - 0.05 件/ﾒｯｼｭ

0.05  件以上/ﾒｯｼｭ 

 0 2500m
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図2.2.2 火災事案分布（全火災）
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0 - 2 件/ﾒｯｼｭ

2 - 4 件/ﾒｯｼｭ

4 - 6 件/ﾒｯｼｭ

6 - 8 件/ﾒｯｼｭ

8 - 10 件/ﾒｯｼｭ

10  件以上/ﾒｯｼｭ 

 0 2500m
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図2.2.3 救急事案分布（全事案）
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0.1 件未満/ﾒｯｼｭ

0.1 - 0.2 件/ﾒｯｼｭ

0.2 - 0.4 件/ﾒｯｼｭ

0.4 - 0.6 件/ﾒｯｼｭ

0.6 - 0.8 件/ﾒｯｼｭ

0.8  件以上/ﾒｯｼｭ 

 0 2500m
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図2.2.4 救助出動分布

※救助事案のない地区は白抜き表示している。
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2.2.4 消防需要の指標化

草加八潮消防組合における、消防署所運用の検討にあたり、消防需要の指標化を行う。

指標値は火災と救急事案を基に、火災の総和が50,000、救急事案の総和が50,000とし、

構成地域毎に火災と救急事案の数に応じて指標値を按分し、草加八潮消防組合全体の集

計値が100,000となるものとしている。

このときの構成地域の指標値は表2.2.3、地区別に分布をメッシュ図として示したもの

が図2.2.5である。

なお、火災を消防需要の指標として按分するに当たり、火災は救急事案と比べると件

数が少なく、建物火災の発生していない地区がある。ここでは火災と関連が深い世帯数

を取り上げ、構成地域毎に火災数を世帯数で按分した上で指標化している。

地区の火災需要指標値 ＝ 50,000 × 地区の火災件数*／ 管内の火災件数○

地区の火災件数 ＝ 当該市町村の火災件数 × 地区の世帯数 ／ 当該市町村の世帯数*

地区の救急需要指標値 ＝ 50,000 × 地区の救急件数 ／ 管内の救急件数○

表2.2.3 消防需要の指標値

火災[世帯数]事案 救急事案 消防需要
構 成 地 域

全火災 世帯数 指標化 実 数 指標化 指標値

40 17,866 5,333 5,109 5,743 11,076新 田 西 部

41 14,523 5,467 4,225 4,749 10,216新 田 東 部

26 7,743 3,467 2,540 2,855 6,322草 加 川 柳

24 14,820 3,200 4,789 5,383 8,583草 加 安 行
草

33 13,829 4,400 3,935 4,423 8,823草 加 西 部
加

30 13,367 4,000 3,904 4,388 8,388草 加 東 部
市

8 3,947 1,067 1,077 1,210 2,277草 加 稲 荷

30 11,351 4,000 3,008 3,381 7,381谷 塚 西 部

18 8,314 2,400 2,533 2,847 5,247谷 塚 中 央

20 7,059 2,667 1,895 2,130 4,797谷 塚 東 部

22 8,848 2,933 2,924 3,287 6,220八 八 條 地 区

49 15,856 6,533 4,232 4,757 11,290潮 潮 止 地 区

34 14,461 4,533 4,312 4,847 9,380市 八 幡 地 区

375 151,984 50,000 44,483 50,000 100,000全 域

※指標化及び指標値は四捨五入しており、各値と集計値は一致しない場合がある
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0 - 10 指標値/ﾒｯｼｭ

10 - 20 指標値/ﾒｯｼｭ

20 - 40 指標値/ﾒｯｼｭ

40 - 80 指標値/ﾒｯｼｭ

80 - 120 指標値/ﾒｯｼｭ

120 指標値以上/ﾒｯｼｭ

 0 2500m
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消防需要指標値の分布図2.2.5
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2.3 人口と救急搬送件数の将来推計

本節では、管内の人口と救急搬送件数の将来推計についてどの様な特徴を有しているか

把握する。

集計にあたっては、「日本の市区町村別将来推計人口（平成20年12月推計／国立社会保

障・人口問題研究所）」及び、「平成22年度 救急業務高度化推進検討会 報告書（平成22

年度事業／総務省消防庁）」の「第8章 救急搬送の将来推計」に示す手法を用いる。

2.3.1 人口の将来推計

ここでは、管轄の将来人口の推計について整理する。

日本の市区町村別将来推計人口に基づいて、管轄の構成区及び全域の2010年から40年

までの人口動向についてまとめたものが表2.3.1である。

人口は2015年以降微減傾向を示しており、2015年を100とすると2040年の比は88となる。

この間の増減を 年少人口 生産年齢人口及び老年人口の別に見ると 減少しているのは、 、 、

年少人口 生産年齢人口であり 老年人口の特に75才以上の割合が顕著に増加している。、 、

2.3.2 救急搬送人員推計

消防需要の中で最も出動件数が多いのは救急事案であり、今後の消防組合の対応すべ

き活動数についておよその傾向を把握するものとして妥当である。

同様に火災についても傾向を把握することが求められるが、適当な推計手法が確立さ

れていないことからここでは推計しない。一般には、人口は概ね横ばいであるものの、

老年人口の比率は増大しており、火災発生の危険性は増すものと考えられる。

救急搬送人員の将来推計は、先ず年齢階層別の救急搬送率を下記に示す式より算出し、

各年で示されている年齢階層別に人口と救急搬送率を乗じることで、年齢階層別の搬送

人員数を算出し、全年齢階層の総和を求めたものを、各年の救急搬送人員の将来推計と

している。

救急搬送率 ＝ 年間の救急搬送人員 ／ 当該年の人口

2010年以降の救急搬送人員の推計結果を示したものが表2.3.2である。人口は減少しな

がらも、人口の老年人口が増加するに伴い救急搬送人員が増えており、2035年は2015年

と比べ、救急搬送人員は３割近く増加するものと推計される。

ここでの推計は救急の利用形態は現状と変わらないことを前提としており、利用形態

が変化すれば増減することも考えられる。
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0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 65歳以上比率

（％）人口（人）

(1)消防組合合計

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
40年/
15年比

総数 326,831 328,226 325,927 319,651 310,435 299,425 287,596 88

0～4歳 14,383 13,742 11,874 10,472 9,893 9,522 8,999 65
5～9歳 15,291 14,264 13,640 11,790 10,399 9,826 9,457 66
10～14歳 15,557 15,221 14,208 13,589 11,748 10,364 9,792 64
15～19歳 15,442 15,557 15,238 14,231 13,616 11,775 10,386 67
20～24歳 17,132 15,522 15,768 15,476 14,477 13,860 11,986 77
25～29歳 19,467 17,166 15,717 15,980 15,704 14,703 14,075 82
30～34歳 24,092 19,395 17,183 15,743 16,009 15,736 14,736 76
35～39歳 31,573 23,923 19,288 17,095 15,666 15,935 15,664 65
40～44歳 27,462 31,317 23,742 19,147 16,975 15,561 15,830 51
45～49歳 21,243 27,191 31,023 23,527 18,981 16,832 15,435 57
50～54歳 16,711 20,944 26,826 30,619 23,231 18,749 16,634 79
55～59歳 19,451 16,380 20,544 26,337 30,076 22,835 18,439 113
60～64歳 25,674 18,902 15,930 20,001 25,671 29,339 22,295 118
65～69歳 23,389 24,633 18,150 15,310 19,249 24,747 28,310 115
70～74歳 18,121 21,963 23,257 17,147 14,488 18,255 23,526 107
75～79歳 11,408 16,285 19,891 21,248 15,688 13,302 16,826 103
80～84歳 5,815 9,378 13,578 16,779 18,188 13,465 11,491 123
85～89歳 2,954 4,150 6,806 10,050 12,643 14,023 10,418 251
90歳以上 1,666 2,293 3,264 5,110 7,733 10,596 13,297 580

（再掲）0～14歳 45,231 43,227 39,722 35,851 32,040 29,712 28,248 65

（再掲）15～64歳 218,247 206,297 201,259 198,156 190,406 175,325 155,480 75

（再掲）65歳以上 63,353 78,702 84,946 85,644 87,989 94,388 103,868 132

（再掲）75歳以上 21,843 32,106 43,539 53,187 54,252 51,386 52,032 162

※総数及び(再掲)は、該当する階級の集計値を表示している。

－ 28 －

表2.3.1 将来推計人口の推移（その１）

図2.3.1 年齢階級別にみた将来推計人口の推移
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(2)草加市

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年  40年/15年比

総数 243,854 244,616 242,660 237,725 230,617 222,134 212,970 87

0～4歳 10,467 9,995 8,625 7,573 7,159 6,868 6,448 65
5～9歳 11,412 10,381 9,921 8,564 7,520 7,111 6,822 66
10～14歳 11,681 11,360 10,340 9,884 8,534 7,495 7,086 62
15～19歳 11,525 11,681 11,372 10,356 9,903 8,553 7,511 64
20～24歳 13,032 11,584 11,840 11,550 10,536 10,081 8,707 75
25～29歳 14,483 13,058 11,730 11,999 11,720 10,700 10,237 78
30～34歳 17,652 14,429 13,071 11,749 12,021 11,744 10,724 74
35～39歳 23,515 17,527 14,349 13,004 11,692 11,965 11,690 67
40～44歳 20,619 23,325 17,395 14,245 12,913 11,613 11,886 51
45～49歳 16,274 20,416 23,106 17,237 14,121 12,804 11,520 56
50～54歳 12,530 16,045 20,142 22,806 17,021 13,949 12,653 79
55～59歳 14,440 12,283 15,739 19,775 22,403 16,730 13,718 112
60～64歳 18,999 14,033 11,947 15,323 19,277 21,855 16,334 116
65～69歳 17,182 18,243 13,483 11,491 14,756 18,595 21,105 116
70～74歳 13,498 16,143 17,230 12,741 10,879 13,998 17,682 110
75～79歳 8,682 12,145 14,639 15,758 11,667 9,999 12,913 106
80～84歳 4,394 7,156 10,160 12,392 13,530 10,041 8,666 121
85～89歳 2,229 3,135 5,196 7,530 9,350 10,441 7,772 248
90歳以上 1,240 1,677 2,375 3,748 5,615 7,592 9,496 566
（再掲）0～14歳 33,560 31,736 28,886 26,021 23,213 21,474 20,356 64

（再掲）15～64歳 163,069 154,381 150,691 148,044 141,607 129,994 114,980 74

（再掲）65歳以上 47,225 58,499 63,083 63,660 65,797 70,666 77,634 133

（再掲）75歳以上 16,545 24,113 32,370 39,428 40,162 38,073 38,847 161
※総数及び(再掲)は、該当する階級の集計値を表示している。

(3)八潮市

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年  40年/15年比

総数 82,977 83,610 83,267 81,926 79,818 77,291 74,626 89

0～4歳 3,916 3,747 3,249 2,899 2,734 2,654 2,551 68
5～9歳 3,879 3,883 3,719 3,226 2,879 2,715 2,635 68
10～14歳 3,876 3,861 3,868 3,705 3,214 2,869 2,706 70
15～19歳 3,917 3,876 3,866 3,875 3,713 3,222 2,875 74
20～24歳 4,100 3,938 3,928 3,926 3,941 3,779 3,279 83
25～29歳 4,984 4,108 3,987 3,981 3,984 4,003 3,838 93
30～34歳 6,440 4,966 4,112 3,994 3,988 3,992 4,012 81
35～39歳 8,058 6,396 4,939 4,091 3,974 3,970 3,974 62
40～44歳 6,843 7,992 6,347 4,902 4,062 3,948 3,944 49
45～49歳 4,969 6,775 7,917 6,290 4,860 4,028 3,915 58
50～54歳 4,181 4,899 6,684 7,813 6,210 4,800 3,981 81
55～59歳 5,011 4,097 4,805 6,562 7,673 6,105 4,721 115
60～64歳 6,675 4,869 3,983 4,678 6,394 7,484 5,961 122
65～69歳 6,207 6,390 4,667 3,819 4,493 6,152 7,205 113
70～74歳 4,623 5,820 6,027 4,406 3,609 4,257 5,844 100
75～79歳 2,726 4,140 5,252 5,490 4,021 3,303 3,913 95
80～84歳 1,421 2,222 3,418 4,387 4,658 3,424 2,825 127
85～89歳 725 1,015 1,610 2,520 3,293 3,582 2,646 261
90歳以上 426 616 889 1,362 2,118 3,004 3,801 617
（再掲）0～14歳 11,671 11,491 10,836 9,830 8,827 8,238 7,892 69

（再掲）15～64歳 55,178 51,916 50,568 50,112 48,799 45,331 40,500 78

（再掲）65歳以上 16,128 20,203 21,863 21,984 22,192 23,722 26,234 130

（再掲）75歳以上 5,298 7,993 11,169 13,759 14,090 13,313 13,185 165
※総数及び(再掲)は、該当する階級の集計値を表示している。
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表2.3.1 将来推計人口の推移（その２）

－29－



996 952 856 768 698 656 623

3,803

2,110 2,402 2,211 1,711 1,707 2,174 2,652

2,654
5,459 7,056 7,931 8,132 8,177

5,114 4,741 4,668 4,770 4,719
4,397

3,887

44

52

58
61

64
67

71

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 65歳以上比率

（％）救急搬送人員（人）

(1)消防組合合計

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
40年/
15年比

総数 10,874 11,982 13,194 14,305 15,055 15,359 15,255 127

0～4歳 570 545 470 415 391 376 356 65
5～9歳 208 194 186 161 142 134 129 66
10～14歳 218 213 200 192 165 146 138 65
15～19歳 259 262 256 241 229 199 175 67
20～24歳 372 337 342 336 314 301 260 77
25～29歳 390 343 314 320 314 294 281 82
30～34歳 484 390 346 317 322 317 296 76
35～39歳 606 459 370 328 301 306 301 66
40～44歳 540 617 468 376 333 306 312 51
45～49歳 435 557 637 485 390 345 317 57
50～54歳 429 536 690 787 599 483 426 79
55～59歳 586 494 617 793 906 689 555 112
60～64歳 1,013 746 628 787 1,011 1,157 880 118
65～69歳 977 1,029 758 639 802 1,033 1,182 115
70～74歳 1,133 1,373 1,453 1,072 905 1,141 1,470 107
75～79歳 944 1,346 1,643 1,756 1,296 1,100 1,393 103
80～84歳 726 1,171 1,696 2,095 2,272 1,682 1,436 123
85～89歳 563 790 1,295 1,913 2,407 2,670 1,984 251
90歳以上 421 580 825 1,292 1,956 2,680 3,364 580

（再掲）0～14歳 996 952 856 768 698 656 623 65

（再掲）15～64歳 5,114 4,741 4,668 4,770 4,719 4,397 3,803 80

（再掲）65歳以上 4,764 6,289 7,670 8,767 9,638 10,306 10,829 172

（再掲）75歳以上 2,654 3,887 5,459 7,056 7,931 8,132 8,177 210

－ 30 －

表2.3.2 救急搬送人員推計の推移（その１）

図2.3.2 年齢階級別にみた救急搬送人員推計の推移

－30－



(2)草加市

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年  40年/15年比

総数 8,018 8,839 9,731 10,538 11,064 11,273 11,193 127

0～4歳 432 413 356 313 295 283 266 64
5～9歳 151 137 131 113 99 94 90 66
10～14歳 151 147 133 128 110 97 91 62
15～19歳 183 186 181 165 157 136 119 64
20～24歳 282 251 256 250 228 218 188 75
25～29歳 291 262 235 241 235 215 205 78
30～34歳 363 297 269 242 247 242 221 74
35～39歳 448 334 273 248 223 228 223 67
40～44歳 393 445 332 271 246 221 227 51
45～49歳 314 393 445 332 272 247 222 56
50～54歳 305 391 491 555 415 340 308 79
55～59歳 420 358 458 576 652 487 399 111
60～64歳 724 535 455 584 734 833 622 116
65～69歳 701 745 550 469 602 759 862 116
70～74歳 843 1,008 1,076 796 679 874 1,104 110
75～79歳 730 1,022 1,231 1,326 981 841 1,086 106
80～84歳 550 896 1,273 1,552 1,695 1,258 1,086 121
85～89歳 424 596 987 1,431 1,777 1,984 1,477 248
90歳以上 313 423 599 946 1,417 1,916 2,397 567
（再掲）0～14歳 734 697 620 554 504 474 447 64

（再掲）15～64歳 3,723 3,452 3,395 3,464 3,409 3,167 2,734 79

（再掲）65歳以上 3,561 4,690 5,716 6,520 7,151 7,632 8,012 171

（再掲）75歳以上 2,017 2,937 4,090 5,255 5,870 5,999 6,046 206

(3)八潮市

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年  40年/15年比

総数 2,856 3,143 3,463 3,767 3,991 4,086 4,062 129

0～4歳 138 132 114 102 96 93 90 68
5～9歳 57 57 55 48 43 40 39 68
10～14歳 67 66 67 64 55 49 47 71
15～19歳 76 76 75 76 72 63 56 74
20～24歳 90 86 86 86 86 83 72 84
25～29歳 99 81 79 79 79 79 76 94
30～34歳 121 93 77 75 75 75 75 81
35～39歳 158 125 97 80 78 78 78 62
40～44歳 147 172 136 105 87 85 85 49
45～49歳 121 164 192 153 118 98 95 58
50～54歳 124 145 199 232 184 143 118 81
55～59歳 166 136 159 217 254 202 156 115
60～64歳 289 211 173 203 277 324 258 122
65～69歳 276 284 208 170 200 274 320 113
70～74歳 290 365 377 276 226 267 366 100
75～79歳 214 324 412 430 315 259 307 95
80～84歳 176 275 423 543 577 424 350 127
85～89歳 139 194 308 482 630 686 507 261
90歳以上 108 157 226 346 539 764 967 616
（再掲）0～14歳 262 255 236 214 194 182 176 69

（再掲）15～64歳 1,391 1,289 1,273 1,306 1,310 1,230 1,069 83

（再掲）65歳以上 1,203 1,599 1,954 2,247 2,487 2,674 2,817 176

（再掲）75歳以上 637 950 1,369 1,801 2,061 2,133 2,131 224
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表2.3.2 救急搬送人員推計の推移（その２）
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第３章 消防力適正配置の評価・算定方法
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第３章 消防力適正配置の評価・算定方法

3.1 消防力適正配置の評価指標

消防力の位置や配置を評価・算定するためには、比較するための指標を定めておく必要

がある。

指標として考えられるものの例として、署所からある一定範囲内の人口比率、火災や救

急に対するポンプ車や救急車の走行時間等が考えられる。

どのような評価指標を用いるかは、対象とする消防力によって異なってくるが、本調査

では、次に示す評価の指標を用いる。

なお、ここで定める指標の傾向が将来大きく変化したり、より消防需要を的確に説明で

きる指標が明らかになった場合には、指標について再検討することも必要である。

3.1.1 署所位置の評価指標

消防署所は災害に対する警防活動の拠点である。

また、「消防力の整備指針」に見られるように、必要な署所数や位置等を検討する場

合は、火災に重点を置くのが一般的である。一方で、出動件数を見ると、火災よりも救

急事案の方が圧倒的に多く 救急需要に対しても重点を置いて消防力を配置することも必、

要である。

署所位置を検討するに当たっては、署所からポンプ車や救急車といった消防車両がい

かに早く現場に到着できるかが最も重要な要素となる。

そこで、本調査では火災と救急事案を基に、新たに消防需要を指標化することとした。

指標値は、管内で発生する火災と救急事案の総数の比を１対１とし、火災あるいは救急

事案に比例して指標値を地区ごとに求め、管内全域の指標値が100,000になるものとして

いる。このときの構成地域の指標値を示したものが表2.2.3、各地区の指標値をランク別

に色分けしたものが図2.2.5である。

3.1.2 ポンプ車配置の評価指標

ポンプ車は管内で発生するあらゆる災害に出動するが、その中でも特に建物火災を前

提として配置を考えることが適切であり、最先着ポンプ車がいかに早く到着できるかが

最も重要な要素になる。

また、火災初期における防ぎょ活動は、任務を与えられた何隊かで連携して行うこと

もあることから、第２着以降のポンプ車の走行時間も最先着に劣らず重要になる。

そこで、ポンプ車の配置については、第２着ポンプ車が火災の現場に到着するまでの

時間（平均走行時間や一定時間内に到着できる建物火災の比率等）を評価指標として用

いることとする。
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火災の発生は 過去の地域的な火災発生の動向及び世帯数に関連深いものと考え 過去、 、

5年間に発生した構成地域の火災発生件数を表2.1.1及び図2.1.2に示した各地区の世帯数

、将来的な火災発生頻度として走行時間や比率の計算を行う。で按分した値を

3.1.3 救急車配置の評価指標

救急車は、火災や救助等にも出動するが、圧倒的に多いのは一般の救急事案であり、

（救急車1台）が対応することとして配置を考えることが適切である。1件の救急事案に対し1隊

救急車は、現場へ出動して傷病者を早く病院へ搬送することが重要であるが、現場か

ら病院への搬送時間は救急病院の配置で決まるもので、救急車の配置には依存しない。

救急車の配置を考える中で、変化するのは、出動から現場への到着時間である。した

がって、現場到着までの時間（平均走行時間や一定時間内に到着できる救急事案の比率

等）を評価指標として用いることにする。

また、救急事案発生件数は非常に多く、常に発生地点の直近の署所から出動できると

は限らないので、2番目あるいは3番目に近い署所から出動する可能性も考慮して走行時

間を計算する。

なお、実際には出動した救急車が帰署する途中に再び出動することもあるが、これに

ついては考慮していない。

救急については 表2.2.1及び図2.2.3に示されている過去3年間の発生件数を基にして、

走行時間や比率の計算を行う。

3.1.4 はしご車配置の評価指標

はしご車は、中高層建物で火災が発生したときの消火や救助等の活動に威力を発揮す

るものである。

本調査では、1隊のはしご車が中高層建物火災の現場に到着するまでの時間を評価指標

として用いることにする。

中高層建物火災の発生頻度は中高層建物数に比例 考え 表2.1.2及び図2.1.3にするものと 、

示した構成地域の中高層建物分布を基にして走行時間や比率の計算を行う。

－36－



－ 37 －

3.1.5 救助工作車配置の評価指標

救助工作車は、交通事故等で救助事案が発生したときの活動に威力を発揮するもので

あり、いかに早く到着できるかが重要になる。

本調査では 1隊の救助工作車が現場に到着するまでの時間を評価指標として用いるこ、

とにする。

救助事案の発生頻度は出動実績に比例するものと考え、表2.2.1及び図2.2.4に示され

ている過去5年間の発生件数を基にして走行時間や比率の計算を行う。
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3.2 評価指標の算定方法

3.1 で述べた消防力の評価指標を実際に計算するための方法を以下に示す。計算の方法

は、署所及びポンプ車等と、救急車の2つに分けられる。どちらの方法も第２章で示した消

防需要の量に応じた 加重平均」により評価指標を求めており、消防力の配置を求めるには「

適当な方法である。

署所及びポンプ車等については、原則的に発災現場から最も近い署所の消防車両が出動

するものと考え、火災等が同時多発することは考慮していない。

救急車については、出動の対象となる救急事案発生件数が非常に多く、常に発生地点の

直近の署所から出動できるとは限らないため、2番目あるいは3番目の署所から出動する可

能性も考慮している。

3.2.1 署所及びポンプ車等の走行時間

署所及びポンプ車の平均走行時間は次のように計算する。各メッシュで、建物火災等

が発生したときの走行時間に、消防需要を意味するそのメッシュの火災等発生頻度をウ

エイトとして掛け 構成地域内の全てのメッシュ 合計する これを計算しようと、 について 。

する構成地域全体の火災等の予想発生件数で割ったものが平均走行時間である。

式で表すと、次のようになる。

ｉ ｉｋΣＦ ｒ
Ｚ ＝ （式3.2.1)Ｐ

（１）

ｉΣＦ

ただし、

Ｚ ：消防車両の平均走行時間Ｐ
（１）

Ｆ ：メッシュｉの建物火災等の発生頻度ｉ

ｒ ：メッシュｉで発生した建物火災等に対する第ｋ着の消防車両の走行時間ｉｋ

であり Σは対象とする全てのメッシュについての合計を意味する ｋ＝1ならば最先着、 。

ポンプ車の平均走行時間、ｋ＝2ならば第２着ポンプ車の平均走行時間となる。

また、一定時間内に建物火災等に到着できる比率も、各メッシュの走行時間と建物火

災等の発生頻度から、次式により計算できる。

ｉ ｉΣＦ Δ
Ｚ ＝ （式3.2.2)Ｐ

（２）

ｉΣＦ
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ここで、

1（ｒ ≦ｎ分）ｉｋ

Δ ＝ｉ

0（ｒ ＞ｎ分）ｉｋ

である。

ただし、Ｚ は消防車両の走行時間がｎ分以内となる火災の比率であり、他の記号Ｐ
（２）

は（式3.2.1)と同様である。

各要素の計算方法は次のとおりである。

① 消防車両の走行時間

あるメッシュで火災等が発生したとき、消防車両の走行時間ｒ は、図2.1.4 のｉｋ

道路ネットワークデータを基に計算する。具体的には、メッシュｉについて、全て

の署所からポンプ車がネットワークの最短経路を通ってその中心まで走行するとき

の時間を計算し、最も速いものを最先着ポンプ車 (k=1)、2番目を第２着ポンプ車

(k=2)、・・・とする。走行速度は、ネットワーク上を走行するときは図2.1.4で示

された速度で、ネットワークからはずれて各メッシュの中心まで走行するときは

10㎞/hとしている。

② 火災等の発生頻度

消防署所、ポンプ車、はしご車、救助工作車及び指揮車により対象とする事象が

それぞれ異なっていることは3.1で説明したとおりである。

建物火災等の発生頻度である Ｆ を消防車両別に示すと次のとおりである。ウエイト ｉ

消防署所 ： 各構成地域の建物火災件数を世帯数で按分したもの及び救急事案件数

から作成する図2.2.5に示す消防需要指標値

各構成地域の火災発生件数を世帯数で按分したものポンプ車 ：

はしご車 ： 図2.1.3に示した各メッシュの中高層建物数

救助工作車： 図2.2.4に示した各メッシュの救助事案発生数
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参考１ 運用効果計算の考え方 

運用効果として求める平均走行時間や到着率は、各メッシュの火災等の発生

頻度をウエイトとして計算する「加重平均」の方式を使用しています。 

 例えば、下図のように面積が同じ地区１～３があるとき、地区１の火災件数は５０

件、地区２は２０件、地区３は１０件と、各地区の発生数がわかれば、３つの

地区の加重平均（重み付け）した走行時間は以下から求めることができます。 

 

 

 平均走行時間 ＝ 

 
        ＝    ５ （分） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

走行時間：６分 

走行時間：８分 

地区１ 
火災件数：５０件 

地区２ 
火災件数：２０件 

地区３ 
火災件数：１０件 

走行時間：４分 

４分×５０件 ＋ ６分×２０件 ＋ ８分×１０件 
５０件 ＋ ２０件 ＋ １０件 
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3.2.2 救急車の走行時間

一般救急事案に対する救急車の平均走行時間は、消防車の場合と同様に次式により計

算する。

ｉ ｉΣＡ ｒ
Ｚ ＝ （式3.2.3)Ａ

（１）

ｉΣＡ

ただし、

Ｚ ：救急車の平均走行時間Ａ
（１）

Ａ ：メッシュｉの救急事案の発生頻度ｉ

ｒ ：メッシュｉで発生した救急事案に対する救急車の走行時間ｉ

である。

ここで、救急発生頻度は火災件数に比べて非常に高いため、ｒ は、発生場所に直近ｉ

の署所からだけでなく、近いものから3番目までの署所から出動する可能性を考慮し、次

のように表すことにする。

ｉ ｉ１ ｉ１ ｉ２ ｉ２ ｉ３ ｉ３ｒ ＝ｑ ｒ ＋ｑ ｒ ＋ｑ ｒ

ただし、

ｑ ～ｑ ： メッシュｉの救急事案に対して1～3番目の署所から救急車が出動するｉ１ ｉ３

確率（ｑ ＋ｑ ＋ｑ ＝１）ｉ１ ｉ２ ｉ３

ｒ ～ｒ ： 1～3番目の署所からメッシュｉまでの救急車の走行時間ｉ１ ｉ３

である。

また、ｎ分以内に到着できる救急事案の比率Ｚ は、消防車と同様に次式で計算さＡ
（２）

れる。

ｉ ｉΣＡ Δ
Ｚ ＝ （式3.2.4)Ａ

（２）

ｉΣＡ

ここで、

1（ｒ ≦ｎ分）ｉ

Δ ＝ｉ

0（ｒ ＞ｎ分）ｉ

である。
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各要素は次のように計算する。

① 救急車の走行時間

消防車の場合と同様に、図2.1.5の道路ネットワークデータを基に、各メッシュに

ついて救急車を配置した署所からの走行時間を計算する。

② 救急事案の発生頻度

火災の発生頻度と同様に、図2.2.3に示した各メッシュの過去5年間の発生頻度を

ウエイトＡ として用いる。ｉ

③ 救急車が出動する確率

図3.2.1のように、1台の救急車が配置された署所Ｙ 、Ｙ 、Ｙ があり、それぞれＡ Ｂ Ｃ

を直近署所とするメッシュの集まりからなる区域をＧ 、Ｇ 、Ｇ とする。そして、Ａ Ｂ Ｃ

Ｙ 、Ｙ 、Ｙ に配置された救急車の平均出動間隔をｅ 、ｅ 、ｅ 、各署所に配置Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

された救急車の平均活動時間 出動から帰署 平均所要時間 をｓ 、ｓ 、ｓ と（ までの ） Ａ Ｂ Ｃ

する。

今、メッシュｉがＧ に属し、2番目に近い署所がＹ 、3番目に近い署所がＹ であＡ Ｂ Ｃ

るとする。メッシュｉで救急事案が発生したとき、

・Ｙ の救急車が出動中である確率Ａ

Ａｓ
： ｐ ＝Ａ

Ａｅ

・Ｙ の救急車が出動中である確率Ｂ

Ｂｓ
： ｐ ＝Ｂ

Ｂｅ

・Ｙ の救急車が出動中である確率Ｃ

Ｃｓ
： ｐ ＝Ｃ

Ｃｅ

となる。したがって、そのとき、

・直近の署所Ｙ から救急車が出動する確率Ａ

Ａｓ
： ｑ ＝１－ｐ ＝１－ｉ１ Ａ

Ａｅ
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・2番目の署所Ｙ から救急車が出動する確率Ｂ

Ａ Ｂｓ ｓ
： ｑ ＝ｐ （１－ｐ ）＝ （１－ ）ｉ２ Ａ Ｂ

Ａ Ｂｅ ｅ

・3番目の署所Ｙ から救急車が出動する確率Ｃ

Ａ Ｂｓ ｓ
： ｑ ＝ｐ ｐ （１－ｐ ）≒ｐ ｐ ＝ ・ｉ３ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ

Ａ Ｂｅ ｅ

となる。

ただし、直近から3番目までの救急車全てが出動中である確率はほとんど0、すなわち

ｐ ｐ ｐ ≒0としている。したがってｑ ＋ｑ ＋ｑ ＝１となる。Ａ Ｂ Ｃ ｉ１ ｉ２ ｉ３

実際には、直近の署所から救急車が出動する場合が多く、ｅ ｅ ｅ の値は区域Ａ Ｂ Ｃ、 、

Ｇ 、Ｇ 、Ｇ の平均救急発生間隔（１年 525,600分を各区域の年間救急発生件数でＡ Ｂ Ｃ

割った値）として近似的に計算することができる。

また、平均活動時間は救急車を配置する署所が属する地区により、表2.2.2に示した実

測値を用いた。

Ａ Ｂ区域Ｇ 区域Ｇ

Ｂ◎署所Ｙ

Ｂ◎ 平均出動間隔：ｅ
Ａ Ｂ署所Ｙ 平均活動時間：ｓ

Ｃ区域Ｇ

平均出動間隔：ｅ ◎Ａ

Ａ Ｃ平均活動時間：ｓ 署所Ｙ

Ｃ平均出動間隔：ｅ
Ｃ平均活動時間：ｓ

図3.2.1 救急車の出動確率計算の模式図
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参考２ 運用効果計算での救急事案同時多発の考え方 

救急車と他消防力との算定方法の違いは「同時多発」を考慮している点です。 

 下図のようにある地区Ａに、近い順に救急車１～３があったとき、いつも１

番近い救急車１が出動できるとは限りません。地区Ａで発生した救急事案に対

する救急隊の走行時間を算定する際に同時多発を以下のように考慮します。 

 

まず救急車が、待機中か出動中かの確率を求めます。 

 ・救急車１が出動中の確率 ＝ ６０分 × １，０９５回/年 ／ １年（５２５,６００分） 

                   ＝ ０．１２５ 

 ・救急車１が待機中の確率 ＝ １ － ０．１２５   ＝ ０．８７５ 

 

 ・救急車２が出動中の確率 ＝ ０．２５ 、 待機中の確率 ＝０．７５ 

 ・救急車３が出動中の確率 ＝ ０．０６３ 、待機中の確率 ＝０．９３７ 

 

この確率から、それぞれの救急車が地区Ａに出動する確率を知ることができます。 

 ・救急車１が出動する確率 ＝ ０．８７５ 

 ・救急車２が出動する確率 ＝ ０．１２５ × ０．７５ ≒ ０．０９４ 

 ・救急車３が出動する確率 ＝ ０．１２５ × ０．２５ 《× ０．９４※》 ≒ ０．０３１ 

  ※ 厳密には《×０.９４》が入りますが、本算定では救急車３までで全て対応できるものと考え除いています。 

 

以上より、同時多発を考慮した地区Ａへの走行時間を求めることができます。 

 

走行時間 ＝ ０.８７５×４分 ＋ ０.０９４×６分 ＋ ０.０３１×８分 
      ≒ ４.３１ （分） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

救急車１ 

 

 

 

平均活動時間：  ６０分 

年間出動回数：１,０９５回 

救急車２ 

 

 

 

平均活動時間：  ９０分

年間出動回数：１,４６０回

救急車３ 

 

 

 

平均活動時間： ４５分

年間出動回数：７３０回

地区Ａ

走行時間：４分 
走行時間：６分

走行時間：８分
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3.3 消防力適正配置の算定方法

消防力の適正配置を計算する場合、評価の目安となる指標が「最大」あるいは「最小」

となるような配置を探すことになる。この目安となる指標を「最優先指標(「目的関数」と

も言う)」とする。

ここでは、適正配置の算定対象である消防力（署所及び各消防車両）の「最優先指標(目

的関数)」を決めるときの考え方について記す。

消防署所の評価指標は、最寄りの消防車両が、消防需要（世帯数）に到着するまでの時

間（平均走行時間や一定時間内に到着できる比率）である。

この評価指標の中から最優先指標（目的関数）を設定する場合、具体的には次のような

観点がある。これらは、必ずしも両立するとは限らない。

・消防需要（世帯数）に対する消防車両の平均走行時間を短くする

・一定時間内に到着できる消防需要（世帯数）の比率を大きくする

本調査では最優先指標（目的関数）として、一定時間内の到着率を設定するが、この場

合には基準とする時間をどの程度にするかによって、適正として得られる配置が異なって

くる。

一般に、基準とする時間を短くすると火災の発生頻度が高い市街地に署所が集中配備さ

れ、長くすると1つの署所で管轄できる領域が広がるため署所は分散配置される傾向が見ら

れる。

基準となる時間をどのくらいに設定するかは、対象地域の広さや密集状況、消防力の総

数によって異なり、実際に適正配置を計算するときに試行錯誤的に決めることになる。例

えば、5分としたとき消防力が集中しすぎるようであれば、8分あるいは10分と大きくして

いく。仮に10分と設定した場合、災害に対して消防車両が10分以内に到着できればよいと

いうわけではなく、10分以内に到着できる災害の比率を最大化することを意味する。ただ

し、対象地域に不相応な大きな時間を設定すると、算定結果に意味が無くなるので注意が

必要である。

そこで、本調査ではそれぞれのケーススタディにおいて、指標となるいくつかの時間を

設定して適正配置の算定を行い、得られた複数の結果と現状配置を比較しながら、検討す

べき結果を選択し、検討を行うこととする。
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第４章 現状消防力の運用効果算定
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第４章 現状消防力の運用効果算定

4.1 現状の消防力配置

消防署所配置は、第２章の図2.1.5で示したとおりである。

各署所には、表4.1.1に示すように消防車両が配置されている。ただし、ここで示した台

数は、当番人員による第1出動が可能な台数 である。*

*1表4.1.1 現状の消防車両の配置

消防車
配置署所名称 救急車 はしご車 工作車

(ポンプ車)

2 3草加消防署

1 1 1 1草加消防署 西分署

2 1草加消防署 青柳分署

2 1草加消防署 北分署

1 1草加消防署 谷塚ステーション

3 3 1 1八潮消防署

11 10 2 2合 計

*1 乗り換えによる運用を行っており、車種ごとの出動可能台数を表す。
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4.2 現状消防力の運用効果

本節では、現状署所配置における現有消防力での運用効果の算定を行う。算定方法につ

いては第３章で説明したとおりである。

4.2.1 消防署所の運用効果

ここでは、現状の消防署所配置について、運用効果の算定を行う。

署所から 4.5分、6分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる消防需要指標値の比率と、 、

平均走行時間を示したものが表4.2.1及び図4.2.1、各メッシュへの署所からの走行時間

を色分けしたものが図4.2.2である。

全域では、平均走行時間は3.1分 4.5分の到着率は85％ 6分99％ 7.5分100％となる。、 、 、

なお、総務省消防庁が定める「消防力の整備指針」においては、火元建築物１棟の単

独火災に抑えるため、建物火災発生から放水開始まで出動後6.5分以内に放水を開始する

活動例が示され、ポンプ車の走行に充てられる時間はこの内の4.5分とされている。全て

の消防署所にはポンプ車が配置されており、走行時間の区分について4.5分はこれを基に

設定している。また、6分以降については消防署所の運用効果を分かりやすく把握するこ

とを念頭に任意の時間を設定している。
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表4.2.1 消防署所の運用効果（現状署所／指標値は消防需要指標値）

消防需要 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

指標 時間[分]値 4.5分 6分 7.5分 9分 12分
以内 以内 以内 以内 以内

11,076 96 100 100 100 100 2.5新田西部

10,216 96 100 100 100 100 3.0新田東部

6,322 93 100 100 100 100 2.6草加川柳

8,583 99 100 100 100 100 3.0草加安行

8,823 100 100 100 100 100 2.1草加西部

8,388 98 100 100 100 100 2.3草加東部

2,277 98 100 100 100 100 3.1草加稲荷

7,381 76 100 100 100 100 3.7谷塚西部

5,247 100 100 100 100 100 1.9谷塚中央

4,797 86 100 100 100 100 3.4谷塚東部

6,220 99 100 100 100 100 2.2八條地区

11,290 33 92 99 100 100 5.2潮止地区

9,380 67 99 100 100 100 3.8八幡地区

100,000 85 99 100 100 100 3.1全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.1 消防署所の運用効果（現状署所／指標値は消防需要指標値）

0 20 40 60 80 100

　新 田 西 部

　新 田 東 部

　草 加 川 柳

　草 加 安 行

　草 加 西 部

　草 加 東 部

　草 加 稲 荷

　谷 塚 西 部

　谷 塚 中 央

　谷 塚 東 部

　八 條 地 区

　潮 止 地 区

　八 幡 地 区

 全 　　　域 

比率（％）

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内

0 2 4 6

平均走行時間（分）
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図4.2.2 消防署所からの走行時間（現状署所）
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4.2.2 ポンプ車の走行時間

ポンプ車は、6消防署所に計11台配置されている。ここでは、現状のポンプ車配置につ

いて、最先着隊、第２着及び第３着ポンプ車の運用効果の算定を行う。これは、火災初

期における防ぎょ活動は、任務を与えられた何隊かで連携して行うこともあるため、第

２着以降のポンプ車の走行時間も最先着に劣らず重要であるためである。

最先着ポンプ車について 4.5分 6分 7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災の、 、 、 、

比率と平均走行時間を示したものが表4.2.2及び図4.2.3、各メッシュへの最先着ポンプ

車の走行時間を色分けしたものが図4.2.6である。

全域では 平均走行時間は3.2分 4.5分の到着率は84％ 6分97％ 7.5分99％ 9分100％、 、 、 、 、

となる。

第２着ポンプ車について、4.5分、6分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災の比、

率と平均走行時間を示したものが表4.2.3及び図4.2.4、各メッシュへの第２着ポンプ車

の走行時間を色分けしたものが図4.2.7である。

全域では 平均走行時間は3.5分 4.5分の到着率は77％ 6分96％ 7.5分99％ 9分100％、 、 、 、 、

となる。

第３着ポンプ車について、4.5分、6分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災の比、

率と平均走行時間を示したものが表4.2.4及び図4.2.5、各メッシュへの第３着ポンプ車

の走行時間を色分けしたものが図4.2.8である。

全域では 平均走行時間は4.7分 4.5分の到着率は50％ 6分86％ 7.5分94％ 9分100％、 、 、 、 、

となる。
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表4.2.2 最先着ポンプ車の走行時間（現状署所／指標値は火災）

火災事案 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

件数 時間[分]4.5分 6分 7.5分 9分 12分
以内 以内 以内 以内 以内

40 96 100 100 100 100 2.5新田西部

41 96 100 100 100 100 3.0新田東部

26 94 100 100 100 100 2.5草加川柳

24 99 100 100 100 100 3.0草加安行

33 100 100 100 100 100 2.1草加西部

30 98 100 100 100 100 2.4草加東部

8 98 100 100 100 100 3.1草加稲荷

30 76 100 100 100 100 3.7谷塚西部

18 100 100 100 100 100 2.0谷塚中央

20 86 100 100 100 100 3.4谷塚東部

22 99 100 100 100 100 2.2八條地区

49 33 80 93 99 100 5.3潮止地区

34 67 92 99 100 100 3.8八幡地区

375 84 97 99 100 100 3.2全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.3 最先着ポンプ車の走行時間（現状署所／指標値は火災）
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表4.2.3 第２着ポンプ車の走行時間（現状署所・車両配置／指標値は火災）

火災事案 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

件数 時間[分]4.5分 6分 7.5分 9分 12分
以内 以内 以内 以内 以内

40 96 100 100 100 100 2.5新田西部

41 96 100 100 100 100 3.0新田東部

26 94 100 100 100 100 2.5草加川柳

24 89 100 100 100 100 3.4草加安行

33 93 100 100 100 100 3.2草加西部

30 98 100 100 100 100 2.5草加東部

8 98 100 100 100 100 3.1草加稲荷

30 46 98 100 100 100 4.6谷塚西部

18 77 100 100 100 100 3.8谷塚中央

20 43 99 100 100 100 4.7谷塚東部

22 99 100 100 100 100 2.2八條地区

49 33 80 93 99 100 5.3潮止地区

34 66 92 99 100 100 3.9八幡地区

375 77 96 99 100 100 3.5全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.4 第２着ポンプ車の走行時間（現状署所・車両配置／指標値は火災）
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表4.2.4 第３着ポンプ車の走行時間

（現状署所・車両配置／指標値は火災）

火災事案 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

件数 時間[分]4.5分 6分 7.5分 9分 12分
以内 以内 以内 以内 以内

40 22 69 83 99 100 5.8新田西部

41 74 100 100 100 100 4.2新田東部

26 13 77 90 98 100 5.8草加川柳

24 69 99 100 100 100 4.2草加安行

33 84 100 100 100 100 3.6草加西部

30 84 100 100 100 100 3.7草加東部

8 87 100 100 100 100 3.7草加稲荷

30 0 35 70 100 100 6.9谷塚西部

18 28 99 100 100 100 5.0谷塚中央

20 43 99 100 100 100 4.7谷塚東部

22 84 97 100 100 100 2.7八條地区

49 33 80 93 99 100 5.3潮止地区

34 65 92 99 100 100 4.0八幡地区

375 50 86 94 100 100 4.7全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.5 第３着ポンプ車の走行時間（現状署所・車両配置／指標値は火災）
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図4.2.6 最先着ポンプ車の走行時間（現状署所）
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図4.2.7 第２着ポンプ車の走行時間（現状署所、ポンプ車現状配置）
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図4.2.8 第３着ポンプ車の走行時間（現状署所、ポンプ車現状配置）
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4.2.3 救急車の走行時間

救急車が5分、7分、9分、12分及び15分以内に到着できる救急事案の比率と平均走行時

間を示したものが表4.2.5及び図4.2.9、各メッシュへの走行時間を色分けしたものが

図4.2.10である。

全域では 平均走行時間は3.7分 5分の到着率は79％ 7分94％ 9分99％ 12分100％と、 、 、 、 、

なる。

なお、走行時間の区分については、救急車の運用効果を分かりやすく把握することを

念頭に任意の時間を設定している。
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表4.2.5 救急車の走行時間（現状署所、救急車現状配置）

救急事案 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

件数 時間[分]5分 7分 9分 12分 15分
以内 以内 以内 以内 以内

5,109 62 85 97 100 100 4.4新田西部

4,225 93 100 100 100 100 3.3新田東部

2,540 74 92 98 100 100 3.7草加川柳

4,789 89 99 100 100 100 3.6草加安行

3,935 98 100 100 100 100 2.5草加西部

3,904 99 100 100 100 100 2.5草加東部

1,077 99 100 100 100 100 3.2草加稲荷

3,008 71 93 100 100 100 4.4谷塚西部

2,533 90 100 100 100 100 2.9谷塚中央

1,895 80 99 100 100 100 4.0谷塚東部

2,924 90 99 100 100 100 2.7八條地区

4,232 40 75 91 99 100 5.8潮止地区

4,312 68 92 99 100 100 4.1八幡地区

44,483 79 94 99 100 100 3.7全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.9 救急車の走行時間（現状署所、救急車現状配置）
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（現状署所、救急車現状配置）図4.2.10 救急車の走行時間
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4.2.4 はしご車の走行時間

はしご車は 2台配置されている。、

はしご車が5分、7分、9分、12分及び15分以内に到着できる中高層建物(３階以上)の比

率と平均走行時間を示したものが表4.2.6及び図4.2.11、各メッシュへの走行時間を色分

けしたものが図4.2.12である。

全域では、平均走行時間は4.4分 5分の到着率は72％ 7分97％ 9分100％となる。、 、 、

なお、走行時間の区分については、はしご車の運用効果を分かりやすく把握すること

を念頭に任意の時間を設定している。
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表4.2.6 はしご車の走行時間（現状署所、はしご車現状配置）

中高層 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

建物棟数 時間[分]5分 7分 9分 12分 15分
以内 以内 以内 以内 以内

353 30 93 100 100 100 6.0新田西部

394 36 94 100 100 100 5.9新田東部

134 37 78 97 100 100 6.2草加川柳

406 97 100 100 100 100 3.7草加安行

381 98 100 100 100 100 2.4草加西部

417 98 100 100 100 100 3.6草加東部

125 96 100 100 100 100 4.0草加稲荷

165 81 100 100 100 100 4.5谷塚西部

184 98 100 100 100 100 3.6谷塚中央

73 50 100 100 100 100 5.4谷塚東部

112 94 100 100 100 100 2.4八條地区

389 52 92 99 100 100 5.4潮止地区

311 78 99 100 100 100 4.0八幡地区

3,444 72 97 100 100 100 4.4全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.11 はしご車の走行時間（現状署所、はしご車現状配置）
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（現状署所、はしご車現状配置）図4.2.12 はしご車の走行時間
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4.2.5 救助工作車の走行時間

救助工作車は 台配置されている。、2

救助工作車が、5分、7分、9分、12分及び15分以内に到着できる救助事案の比率と平均

走行時間を示したものが表4.2.7及び図4.2.13、各メッシュへの走行時間を色分けしたも

のが図4.2.14である。

全域では、平均走行時間は4.7分 5分の到着率は68％ 7分92％ 9分99％ 12分100％と、 、 、 、

なる。

なお、走行時間の区分については、救助工作車の運用効果を分かりやすく把握するこ

とを念頭に任意の時間を設定している。
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表4.2.7 救助工作車の走行時間（現状署所、救助工作車現状配置）

救助事案 走行時間と消防需要の累積比率[％] 平均走行
構成地域

件数 時間[分]5分 7分 9分 12分 15分
以内 以内 以内 以内 以内

115 33 79 99 100 100 6.2新田西部

80 42 91 100 100 100 5.9新田東部

58 10 52 92 100 100 7.4草加川柳

128 90 100 100 100 100 4.0草加安行

69 100 100 100 100 100 2.3草加西部

59 94 100 100 100 100 3.9草加東部

19 97 100 100 100 100 3.9草加稲荷

55 85 100 100 100 100 4.1谷塚西部

50 96 100 100 100 100 3.8谷塚中央

30 42 100 100 100 100 5.6谷塚東部

73 85 100 100 100 100 3.2八條地区

80 50 87 99 100 100 5.5潮止地区

84 76 99 100 100 100 4.3八幡地区

900 68 92 99 100 100 4.7全 域

※比率は小数点以下、平均走行時間は小数点以下第２位で四捨五入して表示している。

図4.2.13 救助工作車の走行時間（現状署所、救助工作車現状配置）

0 20 40 60 80 100

　新 田 西 部

　新 田 東 部

　草 加 川 柳

　草 加 安 行

　草 加 西 部

　草 加 東 部

　草 加 稲 荷

　谷 塚 西 部

　谷 塚 中 央

　谷 塚 東 部

　八 條 地 区

　潮 止 地 区

　八 幡 地 区

 全 　　　域 

比率（％）

5分以内 7分以内 9分以内 12分以内 15分以内

0 2 4 6 8

平均走行時間（分）

－67－

0 20 40 60 80 100

新 田 西 部

新 田 東 部

草 加 川 柳

草 加 安 行

草 加 西 部

草 加 東 部

草 加 稲 荷

谷 塚 西 部

谷 塚 中 央

谷 塚 東 部

八 條 地 区

潮 止 地 区

八 幡 地 区

全 域

比率（％）

5分以内 7分以内 9分以内 12分以内 15分以内

0 2 4 6 8

平均走行時間（分）



0 - 5 分

5 - 7 分

7 - 9 分

9 - 12 分

12 - 15 分

 0 2500m

－ 68 －

図4.2.14 救助工作車の走行時間

（現状署所、救助工作車現状配置）
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第５章 消防署所の適正配置と運用効果の検討
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第５章 消防署所の適正配置と運用効果の検討

本章では、消防署所について次の４つのケーススタディを取りあげ、適正配置と運用効

果の算定を行う。適正配置の算定にあたっては、4.5分で到着できる消防需要指標値が最大

となる配置を適正とする。

① ６署所移転の適正配置 ： 現状数と同じ６署所を自由に再配置する。

② ７署所移転の適正配置 ： 現状に１署所加えた７署所を自由に再配置する。

③ ５署所移転の適正配置 ： 現状から１署所減じた５署所を自由に再配置する。

④ １署所追加の適正配置 ： 現状署所に１署所を追加配置する。

5.1 ６署所移転の適正配置

ここでは、現状数と同じ６署所を自由に再配置する６署所体制の適正配置について検討

する。現状の消防署所配置について、運用効果の算定を行う。

適正配置の算定結果は、表5.1.1及び図5.1.1の通りである。

この署所配置の運用効果について、署所から 4.5分 分 .5分、 分及び12分以内に到、 、6 、7 9

着できる消防需要指標値の比率と平均走行時間を示したものが表5.1.2及び図5.1.2、各メ

ッシュへの署所からの走行時間を色分けしたものが図5.1.3である。

全域では、平均走行時間は0.3分短縮し2.8分、到着率は4.5分は11％向上し96％、6分は

1％向上し100％となる。現状配置で見られる八潮市南部の走行時間が比較的長い地区も本

配置では見られない。

表5.1.1 消防署所の適正配置結果（６署所移転の適正配置）

署 所 名 称 所 在 地

適正署所６Ａ 草加市栄町１丁目付近

適正署所６Ｂ 〃 青柳７丁目 笹橋(西)交差点付近

適正署所６Ｃ 〃 谷塚仲町 谷塚仲町交差点付近

適正署所６Ｄ 〃 清門３丁目 清門町(北)交差点付近

適正署所６Ｅ 八潮市中央４丁目 八幡小前交差点付近

適正署所６Ｆ 〃 大字伊勢野付近
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図5.1.1 適正配置署所位置図(６署所移転の適正配置)
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 11,076 98 (2) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 (-0.1)

新 田 東 部 10,216 98 (2) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.8 (-0.2)

草 加 川 柳 6,322 97 (4) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 (-0.2)

草 加 安 行 8,583 96 (-3) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 西 部 8,823 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.6 (0.5)

草 加 東 部 8,388 99 (1) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 (0.6)

草 加 稲 荷 2,277 93 (-5) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.6 (0.5)

谷 塚 西 部 7,381 96 (20) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.8)

谷 塚 中 央 5,247 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 (0.3)

谷 塚 東 部 4,797 95 (9) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.5 (0.1)

八 條 地 区 6,220 84 (-15) 99 (-1) 100 - 100 - 100 - 3.5 (1.3)

潮 止 地 区 11,290 91 (58) 100 (8) 100 (1) 100 - 100 - 3.1 (-2.1)

八 幡 地 区 9,380 95 (28) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.6 (-1.2)

全 域 100,000 96 (11) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.8 (-0.3)

構 成 地 域
消防需要

指標値

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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表5.1.2 消防署所の運用効果（６署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）

図5.1.2 消防署所の運用効果（６署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）
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図5.1.3 消防署所からの走行時間（６署所移転の適正配置）
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5.2 ７署所移転の適正配置

ここでは、現状署所数に１署所を追加した７署所を自由に再配置する７署所体制の適正

配置について検討する。現状の消防署所配置について、運用効果の算定を行う。

適正配置の算定結果は、表5.2.1及び図5.2.1の通りである。

この署所配置の運用効果について、署所から 4.5分 分 .5分、 分及び12分以内に到、 、6 、7 9

着できる消防需要指標値の比率と平均走行時間を示したものが表5.2.2及び図5.2.2、各メ

ッシュへの署所からの走行時間を色分けしたものが図5.2.3である。

全域では、平均走行時間は0.4分短縮し2.7分、到着率は4.5分は12％向上し97％、6分は

1％向上し100％となる。６署所移転の適正配置より運用効果は向上しており、特に八潮市

の改善が顕著である。

表5.2.1 消防署所の適正配置結果（７署所移転の適正配置）

署 所 名 称 所 在 地 備 考

適正署所７Ａ 草加市栄町１丁目付近 適正署所６Ａと同位置

適正署所７Ｂ 〃 青柳７丁目 総合運動場前交差点付近

適正署所７Ｃ 〃 谷塚仲町 谷塚仲町交差点付近 適正署所６Ｃと同位置

適正署所７Ｄ 〃 清門３丁目 清門町(北)交差点付近 適正署所６Ｄと同位置

適正署所７Ｅ 八潮市八潮８丁目付近

適正署所７Ｆ 〃 大字伊勢野付近 適正署所６Ｆと同位置

適正署所７Ｇ 〃 大字鶴ヶ曽根 八條小前交差点付近
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図5.2.1 適正配置署所位置図(７署所移転の適正配置)
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 11,076 98 (2) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 (-0.1)

新 田 東 部 10,216 98 (2) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.8 (-0.2)

草 加 川 柳 6,322 98 (5) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 (-0.2)

草 加 安 行 8,583 96 (-3) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 西 部 8,823 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.6 (0.5)

草 加 東 部 8,388 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 (0.7)

草 加 稲 荷 2,277 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.2 (0.1)

谷 塚 西 部 7,381 96 (20) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.8)

谷 塚 中 央 5,247 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 (0.3)

谷 塚 東 部 4,797 95 (9) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.5 (0.1)

八 條 地 区 6,220 100 (1) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 (0.2)

潮 止 地 区 11,290 94 (61) 100 (8) 100 (1) 100 - 100 - 3.1 (-2.1)

八 幡 地 区 9,380 98 (31) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.5 (-1.3)

全 域 100,000 97 (12) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.7 (-0.4)

構 成 地 域
消防需要

指標値

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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平均走行時間（分）
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表5.2.2 消防署所の運用効果（７署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）

図5.2.2 消防署所の運用効果（７署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）
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図5.2.3 消防署所からの走行時間（７署所移転の適正配置）
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5.3 ５署所移転の適正配置

ここでは、現状署所数から１署所を減じた５署所を自由に再配置する５署所体制の適正

配置について検討する。現状の消防署所配置について、運用効果の算定を行う。

適正配置の算定結果は、表5.3.1及び図5.3.1の通りである。

この署所配置の運用効果について、署所から 4.5分 分 .5分、 分及び12分以内に到、 、6 、7 9

着できる消防需要指標値の比率と平均走行時間を示したものが表5.3.2及び図5.3.2、各メ

ッシュへの署所からの走行時間を色分けしたものが図5.3.3である。

全域では 平均走行時間は0.2分短縮し2.9分 到着率は4.5分は8％向上し93％ 6分は1％、 、 、

向上し100％となる。

表5.3.1 消防署所の適正配置結果（５署所移転の適正配置）

署 所 名 称 所 在 地 備 考

適正署所５Ａ 草加市中央２丁目付近

適正署所５Ｂ 〃 青柳６丁目付近 青柳分署と同位置

適正署所６Ｃ,７Ｃと同位置適正署所５Ｃ 〃 谷塚仲町 谷塚仲町交差点付近

適正署所５Ｄ 〃 新善町 新善町交差点付近

適正署所５Ｅ 八潮市大瀬 大瀬北交差点付近
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図5.3.1 適正配置署所位置図(５署所移転の適正配置)
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 11,076 90 (-6) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.8 (0.3)

新 田 東 部 10,216 93 (-3) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.6 (0.6)

草 加 川 柳 6,322 93 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.6 -

草 加 安 行 8,583 96 (-3) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.1)

草 加 西 部 8,823 98 (-2) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.1 (1.0)

草 加 東 部 8,388 100 (2) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.0 (-0.3)

草 加 稲 荷 2,277 97 (-1) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.1 -

谷 塚 西 部 7,381 96 (20) 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.8)

谷 塚 中 央 5,247 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 (0.3)

谷 塚 東 部 4,797 92 (6) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.4 -

八 條 地 区 6,220 88 (-11) 99 (-1) 100 - 100 - 100 - 3.6 (1.4)

潮 止 地 区 11,290 86 (53) 97 (5) 99 - 100 - 100 - 3.0 (-2.2)
八 幡 地 区 9,380 92 (25) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 3.0 (-0.8)

全 域 100,000 93 (8) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.2)

構 成 地 域
消防需要

指標値

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。

0 20 40 60 80 100

新　田　西　部

新　田　東　部

草　加　川　柳

草　加　安　行

草　加　西　部

草　加　東　部

草　加　稲　荷

谷　塚　西　部

谷　塚　中　央

谷　塚　東　部

八　條　地　区

潮　止　地　区

八　幡　地　区

全　　 　　　域

4.5分の到着比率（％）
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平均走行時間（分）
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表5.3.2 消防署所の運用効果（５署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）

図5.3.2 消防署所の運用効果（５署所移転の適正配置／指標値は消防需要指標値）
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図5.3.3 消防署所からの走行時間（５署所移転の適正配置）
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5.4 １署所追加の適正配置

ここでは、現状署所配置を基本として新たに１署所を自由に追加配置し、７署所体制と

したときについて検討する。

適正配置の算定結果は、表5.4.1及び図5.4.1の通りである。

この署所配置の運用効果について、署所から 4.5分 分 .5分、 分及び12分以内に到、 、6 、7 9

着できる消防需要指標値の比率と平均走行時間を示したものが表5.4.2及び図5.4.2、各メ

ッシュへの署所からの走行時間を色分けしたものが図5.4.3である。

全域では 平均走行時間は0.4分短縮し2.7分 到着率は4.5分は9％向上し94％ 6分は1％、 、 、

向上し100％となる。4.5分の到着率は僅かに低いが ６署所及び７署所移転の適正配置と、

同程度の運用効果が得られている。

表5.4.1 消防署所の適正配置結果（１署所追加の適正配置）

署 所 名 称 所 在 地 備 考

草加消防署 草加市神明２－２－２ 現状署所

草加消防署 西分署 〃 西町１０８－２ 現状署所

草加消防署 青柳分署 〃 青柳６－２３－６ 現状署所

草加消防署 北分署 〃 清門２－１－４３ 現状署所

草加消防署 谷塚 〃 谷塚町５２５－２ 現状署所ステーション

八潮消防署 八潮市大字鶴ヶ曽根１１８５ 現状署所

適正署所１ 八潮市茜町１丁目付近 適正配置署所
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図5.4.1 適正配置署所位置図(１署所追加の適正配置)
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）

新 田 西 部 11,076 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

新 田 東 部 10,216 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 川 柳 6,322 93 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.6 -

草 加 安 行 8,583 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 西 部 8,823 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.1 -

草 加 東 部 8,388 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.3 -

草 加 稲 荷 2,277 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.1 -

谷 塚 西 部 7,381 76 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.7 -

谷 塚 中 央 5,247 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 1.9 -

谷 塚 東 部 4,797 86 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.4 -

八 條 地 区 6,220 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 -

潮 止 地 区 11,290 87 (54) 96 (4) 99 - 100 - 100 - 3.0 (-2.2)
八 幡 地 区 9,380 95 (28) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.9 (-0.9)

全 域 100,000 94 (9) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.7 (-0.4)

構 成 地 域
消防需要

指標値

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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表5.4.2 消防署所の運用効果（１署所追加の適正配置／指標値は消防需要指標値）

図5.4.2 消防署所の運用効果（１署所追加の適正配置／指標値は消防需要指標値）
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図5.4.3 消防署所からの走行時間（１署所追加の適正配置）
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第６章 消防車両の配置と運用効果の検討
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第６章 消防車両の配置と運用効果の検討

本章においては、特に第５章第４節で検討した「１署所追加の適正配置」について、現

状体制に準じて車両配置したときの、ポンプ車及び救急車の運用効果を算定する。

6.1 想定する消防力配置

各署所には、表6.1.1に示すように消防車両が配置されている。ただし、ここで示した台

数は、当番人員による第1出動が可能な台数である。

表6.1.1 消防車両の配置

ポンプ車 救急車
署 所 名 称 備 考

現状 本配置 現状 本配置

2 2 3 3草加消防署

1 1 1 1草加消防署 西分署

2 2 1 1草加消防署 青柳分署

2 2 1 1草加消防署 北分署

1 1 1 1草加消防署 谷塚ステーション

ポンプ・救急各１を
3 2 3 2八潮消防署

適正署所１へ移転

追加署所適正署所１ － 1 1－

11 11 10 10合 計
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6.2 １署所追加配置での消防車両の運用効果

本節では、「１署所追加の適正配置」の署所配置において、前節で示した車両配置とし

たときの運用効果の算定を行う。

6.2.1 ポンプ車の走行時間

ポンプ車は、現状と比べ八潮消防署が1台減じ2台、新設署所に１台配置され、計11台

配置されている。ここでは 構成地域別に過去5年間の全火災件数を世帯数で按分したも、

のを評価指標として、最先着隊、第２着及び第３着ポンプ車の運用効果の算定を行う。

最先着ポンプ車について 4.5分、6.0分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災、 、

の比率と平均走行時間を示したものが表6.2.1及び図6.2.1、各メッシュへの最先着ポン

プ車の走行時間を色分けしたものが図6.2.4である。

全域では 平均走行時間は0.4分短縮し2.8分 4.5分の到着率は9％向上し93％ 6分は、 、 、

2％向上し99％ 7.5分は1％向上し100％となる。構成地域では潮止地区と八幡地区に変化、

が見られる。

第２着ポンプ車について、4.5分、6.0分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災の、

比率と平均走行時間を示したものが表6.2.2及び図6.2.2、各メッシュへの第２着ポンプ

車の走行時間を色分けしたものが図6.2.5である。

全域では 平均走行時間は3.5分 4.5分の到着率は77％ 6分96％ 7.5分99％ 9分100％、 、 、 、 、

となる。運用効果は現状と変わらない。

第３着ポンプ車について、4.5分、6.0分、7.5分 9分及び12分以内に到着できる火災の、

比率と平均走行時間を示したものが表6.2.3及び図6.2.3、各メッシュへの第３着ポンプ

車の走行時間を色分けしたものが図6.2.6である。

全域では 平均走行時間は0.2分長くなり4.9分 4.5分の到着率は4％低下し46％ 6分、 、 、

86％ 7.5分94％ 9分100％となる。構成地域では主に八條地区 八幡地区及び潮止地区、 、 、

に変化が見られる。
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 40 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

新 田 東 部 41 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 川 柳 26 94 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

草 加 安 行 24 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 西 部 33 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.1 -

草 加 東 部 30 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.4 -

草 加 稲 荷 8 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.1 -

谷 塚 西 部 30 76 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.7 -

谷 塚 中 央 18 100 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.0 -

谷 塚 東 部 20 86 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.4 -

八 條 地 区 22 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 -

潮 止 地 区 49 87 (54) 96 (16) 98 (5) 100 (1) 100 - 3.0 (-2.3)
八 幡 地 区 34 95 (28) 100 (8) 100 (1) 100 - 100 - 2.9 (-0.9)

全 域 375 93 (9) 99 (2) 100 (1) 100 - 100 - 2.8 (-0.4)

構 成 地 域
火災事案

件数

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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平均走行時間（分）
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表6.2.1 最先着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）

図6.2.1 最先着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 40 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

新 田 東 部 41 96 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.0 -

草 加 川 柳 26 94 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

草 加 安 行 24 89 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.4 -

草 加 西 部 33 93 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.2 -

草 加 東 部 30 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

草 加 稲 荷 8 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.1 -

谷 塚 西 部 30 46 - 98 - 100 - 100 - 100 - 4.6 -

谷 塚 中 央 18 77 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.8 -

谷 塚 東 部 20 43 - 99 - 100 - 100 - 100 - 4.7 -

八 條 地 区 22 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.2 -

潮 止 地 区 49 33 - 80 - 93 - 99 - 100 - 5.3 -

八 幡 地 区 34 66 - 92 - 99 - 100 - 100 - 3.9 -

全 域 375 77 - 96 - 99 - 100 - 100 - 3.5 -

構 成 地 域
火災事案

件数

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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表6.2.2 第２着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）

図6.2.2 第２着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）
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　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

4.5分以内 6分以内 7.5分以内 9分以内 12分以内
時間（分）  

新 田 西 部 40 22 - 69 - 83 - 99 - 100 - 5.8 -

新 田 東 部 41 74 - 100 - 100 - 100 - 100 - 4.2 -

草 加 川 柳 26 13 - 77 - 90 - 98 - 100 - 5.8 -

草 加 安 行 24 69 - 99 - 100 - 100 - 100 - 4.2 -

草 加 西 部 33 84 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.6 -

草 加 東 部 30 84 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.7 -

草 加 稲 荷 8 84 (-3) 100 - 100 - 100 - 100 - 3.9 (0.2)

谷 塚 西 部 30 0 - 35 - 70 - 100 - 100 - 6.9 -

谷 塚 中 央 18 28 - 99 - 100 - 100 - 100 - 5.0 -

谷 塚 東 部 20 43 - 99 - 100 - 100 - 100 - 4.7 -

八 條 地 区 22 42 (-42) 94 (-3) 99 (-1) 100 - 100 - 4.8 (2.1)

潮 止 地 区 49 26 (-7) 78 (-2) 92 (-1) 99 - 100 - 5.5 (0.2)

八 幡 地 区 34 57 (-8) 92 - 99 - 100 - 100 - 4.6 (0.6)

全 域 375 46 (-4) 86 - 94 - 100 - 100 - 4.9 (0.2)

構 成 地 域
火災事案

件数

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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表6.2.3 第３着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）

図6.2.3 第３着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置／指標値は火災）
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図6.2.4 最先着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置）
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図6.2.5 第２着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置）
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図6.2.6 第３着ポンプ車の走行時間（１署所追加配置）
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6.2.2 救急車の走行時間

救急車が5分、7分、9分、12分及び15分以内に到着できる救急事案の比率と平均走行時

間を示したものが表6.2.4及び図6.2.7、各メッシュへの走行時間を色分けしたものが

図6.2.8である。

全域では、平均走行時間は0.3分短縮し3.4分 5分の到着率は6％向上し85％ 7分は2％、 、

向上し96％ 9分99％ 12分100％となる。構成地域では主に潮止地区、八幡地区及び八條、 、

地区に変化が見られる。

なお、走行時間の区分については、救急車の運用効果を分かりやすく把握することを

念頭に任意の時間を設定している。

－97－



　　　　　　　　　到着できる指標[累積,％]
平均走行

5分以内 7分以内 9分以内 12分以内 15分以内
時間（分）  

新 田 西 部 5,109 62 - 85 - 97 - 100 - 100 - 4.4 -

新 田 東 部 4,225 93 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.3 -

草 加 川 柳 2,540 74 - 92 - 98 - 100 - 100 - 3.7 -

草 加 安 行 4,789 89 - 99 - 100 - 100 - 100 - 3.6 -

草 加 西 部 3,935 98 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

草 加 東 部 3,904 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.5 -

草 加 稲 荷 1,077 99 - 100 - 100 - 100 - 100 - 3.2 -

谷 塚 西 部 3,008 71 - 93 - 100 - 100 - 100 - 4.4 -

谷 塚 中 央 2,533 90 - 100 - 100 - 100 - 100 - 2.9 -

谷 塚 東 部 1,895 80 - 100 (1) 100 - 100 - 100 - 4.0 -

八 條 地 区 2,924 95 (5) 100 (1) 100 - 100 - 100 - 2.4 (-0.3)

潮 止 地 区 4,232 75 (35) 92 (17) 98 (7) 100 (1) 100 - 3.9 (-1.9)

八 幡 地 区 4,312 89 (21) 98 (6) 100 (1) 100 - 100 - 3.2 (-0.9)

全 域 44,483 85 (6) 96 (2) 99 - 100 - 100 - 3.4 (-0.3)

構 成 地 域
救急事案

件数

※括弧内は現状配置との差分、累積比率は0.5％、平均到着時間は0.05分より小さな変化は「変化無し」、大きな変化は四捨五入して表示している。
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表6.2.4 救急車の走行時間（１署所追加配置）

図6.2.7 救急車の走行時間（１署所追加配置）
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（ ）図6.2.8 救急車の走行時間 １署所追加配置
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第７章 まとめ
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第７章 まとめ

草加八潮消防組合は埼玉県南東部に位置しており、草加市と八潮市の２市で構成されて

いる。平成28年4月より消防業務を開始し 市民の安全・安心を災害から守っている。管轄、

は、人口約33.4万人、世帯数約15.2万世帯、面積は45.48km²の広さを持つ。

全火災と救急事案を基に消防需要を指標化し、管轄全体の指標値を100,000としたとき、

草加市は約73,000、八潮市は約27,000指標値となる。

将来の人口動向及びこれから推測される救急搬送人員を見ると、人口は2040年には2015

年の88％まで減少するが 救急搬送人員数は高齢化により2040年には2015年の127％まで増、

加すると推測される。

7.1 現状の消防力

現状は、管内を構成する2市に6署所が配置されており、当直人員による第1出動が可能な

台数としてポンプ車11台、救急車10台、はしご車2台、救助工作車2台が配置されている。

このときの消防力毎の運用効果は次の通りであった。

7.1.1 消防署所の運用効果

現状の消防署所配置について、全火災(世帯数按分)と救急事案件数を基に作成した消

防需要指標値を評価指標として運用効果の算定を行った。

全域では、平均走行時間は3.1分 4.5分の到着率は85％ 6分99％ 7.5分100％であった。、 、 、

各地域とも概ね短時間で守備されており良好な到着状況であるが、八潮市南部に相対

的に走行時間の長い地域がある。

7.1.2 ポンプ車の走行時間

ポンプ車は、各署所に１～３台、計11台配置されている。構成地域別に過去5年間の全

火災件数を世帯数で按分したものを評価指標として運用効果の算定を行った。

最先着ポンプ車について、全域では 平均走行時間は3.2分 4.5分の到着率は84％ 6分、 、 、

97％ 7.5分99％ 9分100％であった。、 、

第２着ポンプ車について、全域では 平均走行時間は3.5分 4.5分の到着率は77％ 6分、 、 、

96％ 7.5分99％ 9分100％であった。、 、

第３着ポンプ車について 全域では 平均走行時間は4.7分 4.5分の到着率は50％ 6分、 、 、 、

86％ 7.5分94％ 9分100％であった。、 、

各署所にポンプ車が1台配置されていることから、第１着ポンプ車の現場到着は署所位

置に依存して決定しており、概ね良好であるが、八潮市南部に相対的に走行時間の長い

地域がある。また、第２、第３着隊とも9分以内に100％に達しており、十分効果的な時
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間に現場到着できることが分かった。

7.1.3 救急車の走行時間

救急車は 各署所に配置されており 特に草加消防署と八潮消防署には各３台 計10台、 、 、

配置されている。過去3年間の救急事案を評価指標として運用効果の算定を行った。

全域の平均走行時間は3.7分、5分の到着率は79％ 7分94％、9分99％、12分100％であ、

った。

7.1.4 はしご車の走行時間

はしご車は、草加消防署西分署と八潮消防署に各1台、計2台配置されている。中高層

建物の分布を評価指標として運用効果の算定を行った。

全域では、平均走行時間は4.4分 5分の到着率は72％ 7分97％ 9分100％であった。、 、 、

ポンプ車や救急車と比べはしご車は台数が少ないが、9分で100％カバーできており、

管内全域で十分効果的な時間内に到着できていることが分かった。

7.1.5 救助工作車の走行時間

救助工作車も草加消防署西分署と八潮消防署に各1台、計2台配置されている。救助事

案の分布を評価指標として運用効果の算定を行った。

全域では、平均走行時間は4.7分 5分の到着率は68％ 7分92％ 9分99％ 12分100％で、 、 、 、

あった。

ポンプ車や救急車と比べ救助工作車も台数が少ないが、12分で100％カバーできており、

管内全域で十分効果的な時間内に到着できていることが分かった。また、救助事案は他

の災害事案とやや異なり、市街地など特定の地区に集中するものではなく、幹線道路沿

いなどにも分散して発生する傾向がある。このため配置が全く同じはしご車と比べ、平

均走行時間は長めになる傾向がある。
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7.2 消防署所の適正配置の検討

消防署所について次の４つのケーススタディを取りあげ、適正配置と運用効果の算定を

行う。適正配置の算定にあたっては、4.5分で到着できる消防需要指標値が最大となる配置

を適正とする。

① ６署所移転の適正配置 ： 現状数と同じ６署所を自由に再配置する。

② ７署所移転の適正配置 ： 現状に１署所加えた７署所を自由に再配置する。

③ ５署所移転の適正配置 ： 現状から１署所減じた５署所を自由に再配置する。

④ １署所追加の適正配置 ： 現状署所に１署所を追加配置する。

7.2.1 ６署所移転の適正配置

現状数と同じ６署所を自由に再配置する６署所体制の適正配置について検討した。算

定では4.5分に到着できる消防需要指標値が最大となるものを適正配置とし、運用効果を

求めて、現状体制との比較を行った。

全域では、平均走行時間は0.3分短縮し2.8分、到着率は4.5分は11％向上し96％、6分

は1％向上し100％となる。現状配置で見られる八潮市南部の走行時間が比較的長い地区

も本配置では見られなかった。

7.2.2 ７署所移転の適正配置

現状署所数に１署所を追加した７署所を自由に再配置する７署所体制の適正配置につ

いて検討した。算定では4.5分に到着できる消防需要指標値が最大となるものを適正配置

とし、運用効果を求めて、現状体制との比較を行った。

全域では、平均走行時間は0.4分短縮し2.7分、到着率は4.5分は12％向上し97％、6分

は1％向上し100％となった。６署所移転の適正配置より運用効果は向上しており、特に

八潮市の改善が顕著である。

7.2.3 ５署所移転の適正配置

現状署所数から１署所を減じた５署所を自由に再配置する５署所体制の適正配置につ

いて検討した。算定では4.5分に到着できる消防需要指標値が最大となるものを適正配置

とし、運用効果を求めて、現状体制との比較を行った。

全域では、平均走行時間は0.2分短縮し2.9分、到着率は4.5分は8％向上し93％、6分は

1％向上し100％となった。
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7.2.4 １署所追加の適正配置

ここまでの適正配置検討は想定する署所全てを移転対象としたものであった。実際に

は全てを移動することは難しく、現状署所を基本としながら、移転、新設、整理統合を

検討することが現実的である。

現状署所配置を基本として新たに１署所を自由に追加配置し、７署所体制としたとき

について検討した 算定では4.5分に到着できる消防需要指標値が最大となるものを適正。

配置とし、運用効果を求めて、現状体制との比較を行った。

新たに署所を設置する場合は、八潮市南部に配置することが、消防組合全体の観点か

ら効率的であることが明らかとなった。

全域では、平均走行時間は0.4分短縮し2.7分、4.5分の到着率は9％向上し94％、6分

は1％向上し100％となった。この配置により、現状体制の課題である八潮市南部の走行

時間が相対的に長い地域は解消する。
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7.3 消防車両の配置と運用効果の検討

特に「１署所追加の適正配置」について、現状体制に準じて車両配置したときの、ポン

プ車及び救急車の運用効果を算定した。

このとき、新設する署所には八潮消防署に配置されているポンプ車及び救急車を再配置

することとし、全体の配置台数はこれまでと変わらない。

7.3.1 ポンプ車の走行時間

ポンプ車は、現状と比べ八潮消防署が1台減じ2台、新設署所に１台配置され、計11台

配置されている。構成地域別に過去5年間の全火災件数を世帯数で按分したものを評価指

標として運用効果の算定を行った。

最先着ポンプ車について 全域では 平均走行時間は0.4分短縮し2.8分 4.5分の到着率、 、 、

は9％向上し93％ 6分は2％向上し99％ 7.5分は1％向上し100％であった。構成地域では、 、

潮止地区と八幡地区に変化が見られ、この地域への走行時間は大幅に短縮する。

第２着ポンプ車について 全域では 平均走行時間は3.5分 4.5分の到着率は77％ 6分、 、 、 、

96％ 7.5分99％ 9分100％であった 運用効果は現状と変わらない。これは第２着隊はこ、 、 。

れまで通り主に八潮消防署から出動するためである。

第３着ポンプ車について 全域では 平均走行時間は0.2分長くなり4.9分 4.5分の到着、 、 、

、 、 、 、率は4％低下し46％ 6分86％ 7.5分94％ 9分100％となる。構成地域では主に八條地区

八幡地区及び潮止地区に変化が見られる。

7.3.2 救急車の走行時間

救急車は 現状と比べ八潮消防署が1台減じ2台、新設署所に１台配置され、計10台配置、

されている。過去3年間の救急事案を評価指標として運用効果の算定を行った。

全域では、平均走行時間は0.3分短縮し3.4分 5分の到着率は6％向上し85％ 7分は2％、 、

向上し96％ 9分99％ 12分100％であった。構成地域では主に潮止地区、八幡地区及び八、 、

條地区に変化が見られる。救急車も八潮市南部に署所が設置されたことにより、この地

域への走行時間が大幅に短縮する。
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7.4 まとめ

草加八潮消防組合は、広域化から２年が経ち、日々、住民の安全安心を守るべく、業務

を行っている。署所配置は広域前の消防力を維持しており、現在の署所は、これまで草加

市消防本部及び八潮市消防本部がそれぞれの市域を守備すべく配置したものである。そこ

で、本報告では一体の草加八潮消防組合として管轄を守備する観点から、消防需要の把握、

現状体制の運用効果把握、そして適正配置の検討を行った。

署所の適正配置は、①現状数と同じ６署所を自由に再配置した場合、②現状に１署所加

えた７署所を自由に再配置した場合、③現状から１署所減じた５署所を自由に再配置した

場合、④現状署所に１署所を追加配置した場合について、それぞれ4.5分到着率が最大とな

るように、適正配置と運用効果を求め検証した。

その結果、5～7署所体制いずれの場合においても、効率的な配置例が示され、加えて現

状の署所配置で課題とされた八潮市南部の走行時間が比較的長い地域も解消することが示

された。一方で、全ての署所を移転することは困難であり、今後の現実的な署所体制とし

て、④現状署所に１署所を追加配置した場合について検討したところ、八潮市南部に適正

配置が得られた。

八潮市南部に署所を配置することで、管内全体の運用効果も向上すると共に、現状の署

所配置で課題とされた走行時間が比較的長い地域も解消する。

今回の調査では運用効果が最大限発揮される理想的な位置を示したが、現実的な用地確

保においては、今回の適正配置を中心として、道路への接道状況や用地の規模・形状など、

消防用地として適した場所を検討していくこととなろう。

草加八潮消防組合管内では、つくばエクスプレスが開業し、人口が増加する地域がある

一方で、将来的には人口が減少に転じると予測されているが、それと同時に高齢化が急速

に進行していくため、消防需要は増加していく傾向にある。市民の安全・安心を災害から

守っていくためには、より強固な消防体制を構築していくことが求められる。
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